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平成 27年度に 10万件を超えた。平成 17年度の約 3倍の水準である。
児童相談所での児童虐待相談対応件数の推移
年度  H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27







　埼玉県では、平成 26年度が 5,600 件、平成 27年度（速報値）が 6,501







































年 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
件数 297 300 304 334 352 384 472 467 698 785



















年度 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

































 法律のひろば 2015 年 9月号）
◆　児童相談所
児童相談所は、児童福祉法に基づいて、都道府県・指定都市など全国
208 ヶ所に設置されている。埼玉県内の児童相談所は、平成 28年 4月 1
日現在、6ヶ所（上尾・川口・川越・所沢・熊谷・越谷）、支所 1ヶ所（草











































年 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
























年 H24 H25 H26 H27
親権喪失 10 8 14 4





















































































































































































 （日本弁護士連合会「弁護士白書 2014 年版」）
　なお児童福祉法の平成 28年改正では、一時保護の対象となった児童に
ついて、20歳に達するまでの間、一時保護の延長および延長者の施設入
所措置等を認める規定を新設した（児童福祉法 33条 6項以下、31条 4




























制度（民法 834 条の 2）を新設し、子にも親権喪失等の申立権を与え（民































年 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
心中以外 25 50 56 61 78 67 49 51 58 51 36 44
心中 － 8 30 65 64 61 39 47 41 39 33 27
計 25 58 86 26 142 128 88 98 99 90 69 71
H15 は 7/1 ～ 12/31、H16 ～ H18 は 1/1 ～ 12/31、H19 は 1/1 ～ H20/3/31、H20
以降は 4/1 ～翌年 3/31
「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」第 1次～ 12次報告による
（87）













達する権利の実現を求める決議」（2010 年 10 月 8日）において、シェル
ターを公費で設置すべきことも提言している。
（3）発生予防における弁護士の役割②～貧困問題と親支援










債務が原因と見られる自殺者数は、平成 19年の 1973 件から平成 27年
子ども虐待と弁護士の活動
（88）
















































































止最前線』自由と正義 2015 年 6月号を参照した。
④　大阪市 2児放置死事件（平成 22年）











　平成 25年 11 月に通告があり、相模原市児童相談所の通所指導等
を受けていた男子児童（死亡時：中学校２年生（14才））が、平成
26年 11 月に自殺を図る。意識不明の状態が続き、平成 28年 2月に
死亡。
　⑥は児童虐待防止法の平成 28年改正が審議された衆議院厚生労働委員
会の質疑の中でも言及され、平成 28年度全国児童福祉主管課長・児童相
談所長会議の「事例報告」に関する資料として、「相模原市からの事例報告」
が提出されている。 
